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【書類名】明細書

【発明の名称】財務情報を規定の書式で出力する財務情報出力装置、財務情報出力方法及

び財務情報出力用プログラム

【技術分野】

【０００１】5 

 本発明は、財務情報出力装置、財務情報出力方法及び財務情報出力用プログラムの技術

分野に属する。より詳細には、財務情報を、財務報告書としての規定の書式で例えば表示

又は印刷出力する財務情報出力装置及び財務情報出力方法並びに当該財務情報出力用のプ

ログラムの技術分野に属する。

【背景技術】10 

【０００２】

 一般に、未上場会社についての企業価値・株式価値算定書を作成する場合、類似会社や

財務に関するパラメータの多様性により、その算定式数は六万以上にも及び、非常に専門

性が高い、複雑な計算やデータの加工が必要となる等、作成に多大な時間と労力を有し、

手入力及び計算式を誤って入力することなどが頻発する。その結果、不必要に膨大な紙を15 

印刷し、修正し、破棄することになる。このような問題に鑑みて為された先行技術を開示

した文献としては、例えば下記特許文献１が挙げられる。この特許文献１には、複数の異

なる書式を持つ財務報告書から所望の項目の値を容易に取得して一つの財務報告書を作成

するための発明が開示されている。

【先行技術文献】20 

 【特許文献】

【０００３】

  【特許文献１】  特開２０１９－１６９１８２号公報

【発明の概要】

  【発明が解決しようとする課題】25 

【０００４】

 しかしながら、上記特許文献１に記載された発明では、上記所望の項目の企業価値・株

式価値算定書の作成を容易化することについては考慮されておらず、当該企業価値・株式

価値算定書自体の作成に必要となる時間や労力、及び大量の印刷や紙の非効率な使用につ

いての問題は未解決である。30 

【０００５】

 そこで、本発明は、上記の問題点に鑑みて為されたもので､その課題の一例は、複雑な財

務情報を含む企業価値・株式価値算定書であっても、汎用フォーマットの企業価値・株式

価値算定書として迅速に出力することが可能な財務情報出力装置及び財務情報出力方法並

びに当該財務情報出力用のプログラムを提供し、これにより、手作業の過程を削減すると35 

共に、繰り返し企業価値・株式価値算定書を印刷し、修正をする必要がないようにするこ

とにある。

  【課題を解決するための手段】

【０００６】

 上記の課題を解決するために、請求項１に記載の発明は、対象会社に対応する財務報告40 

書を作成するための前提条件を示す前提条件情報を取得する通信部等の前提条件情報取得

手段と、前記財務報告書として反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を示す財務

諸表情報を取得する通信部等の財務諸表情報取得手段と、前記財務報告書として反映させ

るべき類似会社及び財務パラメータそれぞれの選択を受け付ける通信部等の受付手段と、

各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用いて、前記受け付けられた選択によ45 

り選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パラメータに基づいた財務報告情報を

算出する処理部等の算出手段と、前記算出された財務報告情報を汎用フォーマットの財務

報告データに変換する処理部等の変換手段と、前記変換された財務報告データを前記財報

告書として出力する通信部等の出力手段と、を備える。

【０００７】50 
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 上記の課題を解決するために、請求項６に記載の発明は、通信部等の前提条件情報取得

手段と、通信部等の財務諸表情報取得手段と、通信部等の受付手段と、処理部等の算出手

段と、処理部等の変換手段と、通信部等の出力手段と、を備える財務情報出力装置におい

て実行される財務情報出力方法であって、対象会社に対応する財務報告書を作成するため

の前提条件を示す前提条件情報を前記前提条件情報取得手段により取得する前提条件情報5 

取得工程と、前記財務報告書として反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を示す

財務諸表情報を前記財務諸表情報取得手段により取得する財務諸表情報取得工程と、前記

財務報告書として反映させるべき類似会社及び財務パラメータそれぞれの選択を前記受付

手段により受け付ける受付工程と、各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用

いて、前記受け付けられた選択により選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パ10 

ラメータに基づいた財務報告情報を前記算出手段により算出する算出工程と、前記算出さ

れた財務報告情報を、前記変換手段により汎用フォーマットの財務報告データに変換する

変換工程と、前記変換された財務報告データを前記出力手段により前記財報告書として出

力する出力工程と、を含む。

【０００８】15 

 上記の課題を解決するために、請求項７に記載の発明は、通信部等の出力手段を備える

財務情報出力装置に含まれるコンピュータを、対象会社に対応する財務報告書を作成する

ための前提条件を示す前提条件情報を取得する前提条件情報取得手段、前記財務報告書と

して反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を示す財務諸表情報を取得する財務諸

表情報取得手段、前記財務報告書として反映させるべき類似会社及び財務パラメータそれ20 

ぞれの選択を受け付ける受付手段、各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用

いて、前記受け付けられた選択により選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パ

ラメータに基づいた財務報告情報を算出する算出手段、前記算出された財務報告情報を汎

用フォーマットの財務報告データに変換する変換手段、及び、前記変換された財務報告デ

ータを前記財報告書として前記出力手段に出力させる出力制御手段、として機能させる。25 

【０００９】

 請求項１、請求項６又は請求項７のいずれか一項に記載の発明によれば、財務報告書を

作成するための前提条件、及び財務報告書として反映させるべき対象会社の財務諸表の内

容をそれぞれ取得し、それらを用いて、財務報告書として反映させるべき類似会社の情報

及び財務パラメータに基づいた財務報告情報を算出し、その財務報告情報を汎用フォーマ30 

ットの財務報告データに変換し、その変換された財務報告データを財務報告書として出力

する。よって、複雑な財務情報を含む財務報告書を、類似会社及び財務パラメータそれぞ

れの自由な取捨選択を反映させつつ、汎用フォーマットの報告書として迅速に出力するこ

とができる。これにより、手作業の過程を削減すると共に、繰り返し財務報告書を印刷し、

修正をする必要がないようにすることができる。35 

【００１０】

 上記の課題を解決するために、請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の財務情報出

力装置において、前記財務報告書として反映させるべき類似会社の財務情報を取得する通

信部等の類似会社財務情報取得手段を更に備え、前記算出手段は、前記取得された財務情

報を更に用いて、前記受け付けられた選択により選択されている前記財務パラメータに基40 

づいた前記財務報告情報を算出するように構成される。

【００１１】

 請求項２に記載の発明によれば、請求項１に記載の発明の作用に加えて、財務報告書と

して反映させるべき上場会社の財務情報を更に取得し、当該財務情報を更に用いて、自動

数値検査機能を通して、財務報告情報を算出するので、より信頼性の高い財務報告書を、45 

類似会社及び財務パラメータそれぞれの自由な取捨選択を反映させつつ、汎用フォーマッ

トの報告書として迅速に出力することができる。

【００１２】

 上記の課題を解決するために、請求項３に記載の発明は、請求項１又は請求項２に記載

の財務情報出力装置において、前記変換手段は、前記企業価値・株式価値算定書の出力用50 
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として当該企業価値・株式価値算定書の頁毎に予め設定されているテンプレートを用いて

前記財務報告データとしての出力態様を固定化しつつ、前記財務報告情報を前記財務報告

データに変換するように構成される。

【００１３】

 請求項３に記載の発明によれば、請求項１又は請求項２に記載の発明の作用に加えて、5 

企業価値・株式価値算定書の出力用として当該企業価値・株式価値算定書の頁毎に規定さ

れているテンプレートを用いて財務報告データとしての出力態様が固定化されつつ、財務

報告情報が財務報告データに変換されるので、汎用フォーマットの報告書としての財務報

告データの出力態様が財務報告情報の内容自体によって変わる（乱れる）こと、及びその

出力時にテンプレートが壊れることを防止できる。10 

【００１４】

 上記の課題を解決するために、請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の財務情報出

力装置において、前記変換手段は、前記テンプレートとして前記頁毎に規定されている量

を超える量の前記財務報告情報を除きつつ、前記財務報告情報を前記財務報告データに変

換するように構成される。15 

【００１５】

 請求項４に記載の発明によれば、請求項３に記載の発明の作用に加えて、テンプレート

として企業価値・株式価値算定書の頁毎に規定されている量を超える量の財務報告情報が

除かれつつ、財務報告情報が財務報告データに変換されるので、財務報告として必要でな

い財務報告情報が除かれることで、財務報告データを迅速に出力することができる。20 

【００１６】

 上記の課題を解決するために、請求項５に記載の発明は、請求項１から請求項４のいず

れか一項に記載の財務情報出力装置において、前記出力手段は、前記変換された財務報告

データを前記企業価値・株式価値算定書の頁毎に出力するように構成される。

【００１７】25 

 請求項５に記載の発明によれば、請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の発明の

作用に加えて、財務報告データを企業価値・株式価値算定書の頁毎に出力するので、当該

頁毎に汎用フォーマットの報告書を出力することができる。

  【発明の効果】

【００１８】30 

 本発明によれば、財務報告書を作成するための前提条件、及び財務報告書として反映さ

せるべき対象会社の財務諸表の内容をそれぞれ取得し、それらを用いて、財務報告書とし

て反映させるべき類似会社の情報及び財務パラメータに基づいた財務報告情報を算出し、

その財務報告情報を汎用フォーマットの財務報告データに変換し、その変換された財務報

告データを財務報告書として出力する。35 

【００１９】

 従って、複雑な財務情報を含む財務報告書を、類似会社及び財務パラメータそれぞれの

自由な取捨選択を反映させつつ、汎用フォーマットの報告書として迅速に出力することが

できる。これにより、手作業の過程を削減すると共に、繰り返し財務報告書を印刷し、修

正をする必要がないようにすることができる。40 

【図面の簡単な説明】

【００２０】

 【図１】 実施形態の企業価値・株式価値算定書出力システムの概要構成を示すブロッ

ク図である。

 【図２】 実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理を示すフローチャートである。45 

 【図３】 実施形態の報告書化処理を説明する概念図である。

 【図４】 実施形態の企業価値・株式価値算定書の出力例を示す図（Ｉ）である。

 【図５】 実施形態の企業価値・株式価値算定書の出力例を示す図（ II）である。

 【図６】 実施形態の企業価値・株式価値算定書の出力例を示す図（ III）である。

【発明を実施するための形態】50 
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【００２１】

 次に、本発明を実施するための形態について、図面に基づいて説明する。なお以下に説

明する実施形態は、例えば未上場会社である対象会社の企業価値・株式価値算定書をオン

ラインで作成して使用者に提供する企業価値・株式価値算定書提供システムに対して本発

明を適用した場合の実施の形態である。5 

【００２２】

 また、図１は実施形態の企業価値・株式価値算定書出力システムの概要構成を示すブロ

ック図であり、図２は実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理を示すフローチャー

トであり、図３は実施形態の報告書化処理を説明する概念図であり、図４乃至図６は実施

形態の企業価値・株式価値算定書の出力例をそれぞれ示す図である。10 

【００２３】

（Ｉ）実施形態の企業価値・株式価値算定書出力システムの構成及び動作の概要について

 図１に示すように、実施形態に係る企業価値・株式価値算定書出力システムＳは、各使

用者がそれぞれ使用する使用者端末Ｔ１、使用者端末Ｔ２、使用者端末Ｔ３、…及び使用

者端末Ｔｎ（ｎは自然数。以下、同様。）と、実施形態のサーバ装置ＳＶと、外部情報サ15 

ーバＧＶと、インターネット等のネットワークＮＷと、を備えて構成されている。なお以

下の説明において、使用者端末Ｔ１、使用者端末Ｔ２、使用者端末Ｔ３、…及び使用者端

末Ｔｎに共通の事項を説明する場合、これらを纏めて単に「使用者端末Ｔ」と称する。こ

のとき、外部情報サーバＧＶは、上場企業についての財務諸表等からなる上場企業財務デ

ータを当該上場企業ごとに蓄積して提供する外部情報サーバである。そして、各使用者端20 

末Ｔと、サーバ装置ＳＶと、外部情報サーバＧＶと、は、ネットワークＮＷを介して種々

のデータの授受が可能に接続されている。なお、使用者端末Ｔは、具体的には、対応する

使用者が操作するパーソナルコンピュータ又はタブレット端末等により実現される。そし

て、上記サーバ装置ＳＶが本発明の「財務情報出力装置」の一例に相当する。更に、実施

形態の企業価値・株式価値算定書出力処理は、サーバ装置ＳＶを中心として実行される。25 

【００２４】

 次にサーバ装置ＳＶは、通信部１と、ＣＰＵ、ＲＯＭ（Read Only Memory）及びＲＡ

Ｍ（Random Access Memory）等からなる処理部２と、キーボード及びマウス等からな

る操作部３と、液晶ディスプレイ等からなるディスプレイ４と、ＨＤＤ（Hard Disc Drive）

又はＳＳＤ（Solid State Drive）等からなる記録部５と、を備えて構成されている。この30 

とき、上記通信部１が本発明の「前提条件情報取得手段」の一例、「財務諸表情報取得手

段」の一例、「受付手段」の一例及び「類似会社財務情報取得手段」の一例にそれぞれ相

当し、処理部２が本発明の「算出手段」の一例、「変換手段」の一例及び「出力手段」の

一例にそれぞれ相当する。

【００２５】35 

 以上の構成において通信部１は、処理部２の制御の下、ネットワークＮＷを介した各使

用者端末Ｔのそれぞれ及び外部情報サーバＧＶとの間のデータの授受を制御する。また記

録部５は、後述する実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理の実行に必要なプログ

ラムや種々のデータ及びパラメータ等を不揮発性に記録する。一方、操作部３は、当該操

作部３においてサーバ装置ＳＶの管理者等により必要な操作が行われると、当該操作に対40 

応した操作信号を生成して処理部２に出力する。これにより処理部２は、操作部３からの

操作信号に基づいて、実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理を主として実行する。

このとき処理部２は、必要な情報をディスプレイ４に表示して上記管理者等に提示する。

【００２６】

 一方各使用者端末Ｔは、それぞれに、通信部１０と、ＣＰＵ、ＲＯＭ及びＲＡＭ等から45 

なる処理部１１と、キーボード及びマウス等からなる操作部１２と、液晶ディスプレイ等

からなるディスプレイ１３と、ＨＤＤ又はＳＳＤ等からなる記録部１４と、を備えて構成

されている。

【００２７】

 以上の構成において通信部１０は、ネットワークＮＷを介したサーバ装置ＳＶとの間の50 
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データの授受を制御する。また、記録部１４は、使用者端末Ｔとしての実施形態に係る処

理に必要なプログラム等を記録する。一方、操作部１２は、当該操作部１２において上記

使用者により必要な操作が行われると、当該操作に対応した操作信号を生成して処理部１

１に出力する。これにより処理部１１は、操作部１２からの操作信号に基づいて、使用者

端末Ｔとしての実施形態の処理を主として実行する。5 

【００２８】

（ II）実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理について

 次に、主としてサーバ装置ＳＶの処理部２を中心として実行される、実施形態の企業価

値・株式価値算定書出力処理について、図２乃至図６を用いて説明する。なお、実施形態

の企業価値・株式価値算定書出力処理は、例えば実施形態のサーバ装置ＳＶの電源がオン10 

とされたタイミングから開始される。

【００２９】

 図２に示すように、実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理においてサーバ装置

ＳＶの処理部２は、初めに、当該企業価値・株式価値算定書の作成対象たる例えば未上場

の対象会社に対応する対象会社データを、当該企業価値・株式価値算定書の出力が所望さ15 

れている使用者が使用する使用者端末Ｔから取得する（ステップＳ１）。この対象会社デ

ータは、当該対象会社のレコード等を例えば記録部５において作成するために当該使用者

端末Ｔにおいて使用者により入力されたデータであり、ネットワークＮＷを介して当該使

用者端末Ｔから取得される。対象会社データとしてより具体的には、例えば、当該対象会

社のステータス（上場会社又は未上場会社のいずれかであるステータス）を示すデータ、20 

当該対象会社の名称を示すデータ、当該対象会社に親会社がある場合におけるその親会社

の名称を示すデータ、当該対象会社が例えば登記されている国の名称を示すデータ、当該

国の通貨を示すデータ、当該通貨の単位を例えば千、百万、十億、兆、で示すデータ、当

該対象会社の株式の保有比率を示すデータ、及び当該対象会社の業種を示すデータ等が含

まれている。25 

【００３０】

 上記ステップＳ１で対象会社データが取得されたら、次に処理部２は、出力すべき企業

価値・株式価値算定書の作成に当たっての前提条件（いわゆる Assumption）を示す前提

条件データを上記使用者が使用する使用者端末Ｔから取得する（ステップＳ２）。この前

提条件データは、当該使用者端末Ｔにおいて使用者により入力された上記前提条件を示す30 

データであり、ネットワークＮＷを介して当該使用者端末Ｔから取得される。

【００３１】

 ここで、当該前提条件に含まれる情報には、例えば、企業価値・株式価値算定書を作成

する評価基準日を示す情報、対象会社についての、会社名を示す情報、属する国を示す情

報、その国の通貨を示す情報、企業価値・株式価値算定書に反映させるべき通貨単位を示35 

す情報、業種を示す情報、法人実効税率を示す情報、直近四半期末を示す情報、直近年度

末を示す情報、類似取引及び公募増資の参照期間を示す情報、類似取引の案件数を示す情

報、公募増資の案件数を示す情報、国債利回りを示す情報、発行済株式総数を示す情報、

自己株式数を示す情報及び繰越欠損金を示す情報等が挙げられる。

【００３２】40 

 次に処理部２は、出力すべき企業価値・株式価値算定書の作成に必要な上記対象会社の

財務諸表を示す財務諸表データを、上記前提条件データの取得元たる使用者端末Ｔから取

得する（ステップＳ３）。この財務諸表データは、上記対象会社の現在の財務状況に対応

する上記財務諸表を示すデータであり、ネットワークＮＷを介して当該使用者端末Ｔから

取得される。45 

【００３３】

 ここで、当該財務諸表に含まれる情報には、例えば、

（ｉ）上記対象会社の損益計算書（ Income Statement）において、売上高を示す情報、

ＥＢＩＴ（Earnings Before Interest and Taxes（支払金利前税引前利益））を示す情報、

支払利息を示す情報及び当期純利益を示す情報、50 
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（ ii）当該対象会社の貸借対照表（Balance Sheet）において、現金及び現金同等物を示

す情報、流動資産を示す情報、固定資産を示す情報、流動負債を示す情報、固定負債を示

す情報、有利子負債を示す情報、株主資本を示す情報、その他の包括利益累計額を示す情

報、少数株主持分を示す情報、総資産を示す情報、並びに、

（ iii）当該対象会社のキャッシュフロー計算書（Cashflow statement）において、減価5 

償却費及びのれん償却費を示す情報並びに設備投資費を示す情報

 等が挙げられる。

【００３４】

 次に処理部２は、出力すべき企業価値・株式価値算定書の作成に用いるべきとして選択

された上場の類似会社（以下、単に「類似会社」と称する）の情報を、上記前提条件デー10 

タ及び財務諸表データの取得元たる使用者端末Ｔから取得する（ステップＳ４）。この類

似会社の情報は、企業価値・株式価値算定書の作成に当たって使用されるべきものとして

上記使用者端末Ｔにおいて選択された類似会社の情報であり、ネットワークＮＷを介して

当該使用者端末Ｔから取得される。

【００３５】15 

 次に処理部２は、上記前提条件データ、上記財務諸表データ及び上記類似会社の情報の

取得元たる使用者端末Ｔにおいて、財務報告書の作成に当たって選択されている上記類似

会社についての財務データ（当該類似会社の財務諸表等を含む上場企業財務データ）を、

上記類似会社の情報等の取得と同時に外部情報サーバＧＶから取得する（ステップＳ４）。

なお以下の説明において、外部情報サーバＧＶから取得される財務データを、単に「外部20 

財務データ」と称する。この外部財務データは、ネットワークＮＷを介して当該外部情報

サーバＧＶから取得される。

【００３６】

 そして処理部２は、上記ステップＳ２で取得した前提条件データ、上記ステップＳ３で

取得した財務諸表データ、上記ステップＳ４で取得した類似会社の情報及び外部財務デー25 

タを用いて、当該財務諸表データ等について予め設定されている算定式等の数式に基づき、

財務報告書内に記載又はその内容が図形等で表現されるべき各値を算出する（ステップＳ

５）。

【００３７】

 次に処理部２は、ステップＳ５で算出された各値に対応する（又は当該各値が反映され30 

た）財務パラメータであって、企業価値・株式価値算定書の作成に当たって使用されるべ

き財務パラメータを生成／取得する（ステップＳ６）。この財務パラメータの具体的内容

及びその値（初期値を含む）は、例えば記録部５に記録される。そして処理部２は、ステ

ップＳ５で算出された各値に対応する当該財務パラメータを改めて生成／取得する。

【００３８】35 

 ここで、当財務パラメータの具体的な内容としては、例えば、類似会社としての上場会

社の株価の参照期間、企業価値／売上高倍率の選択、企業価値／償却前営業利益倍率の選

択、企業価値／営業利益倍率の選択、ＰＥＲ（Price Earnings Ratio（株価収益率））の

選択、ＰＢＲ（Price Book-value Ratio（株価純資産倍率））の選択、企業価値／売上高

倍率の上限、企業価値／償却前営業利益倍率の上限、企業価値／営業利益倍率の上限、Ｐ40 

ＥＲの上限、ＰＢＲの上限、類似取引の参照期間、類似取引における対象会社の所属する

国、リスク・プレミアムの上書き、流動性ディスカウントの上書き、ＤＣＦ（Discount Cash 

Flow）の永久成長率法の採用の選択、永久成長率の上書き、永久成長率の感応度の上書き、

Ｅｘｉｔマルチプル法の採用の選択、Ｅｘｉｔマルチプルの上書き、Ｅｘｉｔマルチプル

の感応度の上書き、ＷＡＣＣ（Weighted Average Cost of Capital（加重平均資本コスト））45 

の上書き、対象会社のＤ／Ｅレシオ（Debt Equity Ratio（負債資本倍率））による資本

構成としてのＷＡＣＣ、対象会社のネットＤ／Ｅレシオによる資本構成としてのＷＡＣＣ、

対象会社に類似する類似会社のＤ／Ｅレシオによる資本構成としてのＷＡＣＣ、及び当該

類似会社のネットＤ／Ｅレシオによる資本構成としてのＷＡＣＣ等が挙げられる。

【００３９】50 
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 その後処理部２は、ステップＳ５における各値の算出結果に対応付けられてステップＳ

６で生成／取得された財務パラメータを、上記前提条件データ等の取得元たる使用者端末

ＴにネットワークＮＷを介して送信し、当該送信先の使用者端末Ｔのディスプレイ１３に

おいてプレビュー表示させ、当該使用者端末Ｔの使用者に確認させる（ステップＳ７）。

そして処理部２は、当該使用者端末Ｔの操作部１２において、類似会社の情報及び／又は5 

財務パラメータの調整が終了した旨の操作が実行されたか否かを確認する（ステップＳ８）。

ステップＳ８の確認において、当該調整が終了していない旨の操作が行われた場合（ステ

ップＳ８：ＮＯ）、処理部２は、プレビュー表示されている算出結果（ステップＳ７参照）

に対応して、当該使用者端末Ｔの操作部１２を用いて入力された当該使用者による類似会

社の情報及び／又は財務パラメータの調整操作を受け付ける（ステップＳ９）。ステップ10 

Ｓ９における調整操作の結果は、ネットワークＮＷを介して処理部２により取得される。

その後処理部２は、上記ステップＳ５に戻り、ステップＳ９で受付られた調整操作の内容

が反映された類似会社の情報及び／又は財務パラメータの調整を用いた上記ステップＳ５

乃至ステップＳ８の処理を繰り返す。このとき、上記ステップＳ７のプレビュー表示がサ

ーバ装置ＳＶのディスプレイ４を用いて行われ、その内容に対する上記ステップＳ８及び15 

上記ステップ９の調整操作が、サーバ装置ＳＶの操作部３を用いて上記管理者等により行

われてもよい。

【００４０】

 一方、ステップＳ８の確認において、当該使用者端末Ｔの操作部１２において類似会社

の情報及び／又は財務パラメータの調整が終了した旨の操作が行われ、それが処理部２に20 

おいて受け付けられた場合（ステップＳ８：ＹＥＳ）、処理部２は、上記ステップＳ５乃

至ステップＳ９の処理結果を企業価値・株式価値算定書としての体裁に加工する報告書化

処理を実行し（ステップＳ１０）、その結果を記録部５に記録する（ステップＳ１１）。

このステップＳ１０の報告書化処理において、処理部２は先ず、類似会社の情報及び／又

は 財 務 パ ラ メ ー タ が 調 整 済 み で あ る 上 記 ス テ ッ プ Ｓ ５ の 算 出 結 果 を 、 Ｊ Ｓ Ｏ Ｎ25 

（JavaScript（登録商標） Object Notation）データに加工する。その後処理部２は、ユ

ーザー・インターフェースにおいて、当該ＪＳＯＮデータを保存し、上記企業価値・株式

価値算定書の各ページに必要な算出結果を引用したＨＴＭＬ（ Hyper Text Markup 

Language）で当該ＪＳＯＮデータを加工し、当該ＨＴＭＬで加工されたＪＳＯＮデータ

の形式を有する財務報告データを生成する。そして処理部２は、その財務報告データたる30 

ＨＴＭＬを、実施形態の企業価値・株式価値算定書としての形式に対応するようにＣＳＳ

（Cascading Style Sheet）を用いて予め生成されたテンプレートに当て嵌めて更に加工

して企業価値・株式価値算定書の形式に変換することで、実施形態の企業価値・株式価値

算定書への上記報告書化処理を実行する。このとき、ステップＳ１０の報告書化処理では、

コンピュータによる処理において汎用されているフォーマット（例えば、ＰＤＦ（Portable 35 

Document Format）形式。当該汎用されているフォーマットを、以下、単に「汎用フォ

ーマット」と称する。）を用いて上記企業価値・株式価値算定書に相当する報告書データ

を生成する。

【００４１】

 ここで、上記ステップＳ１０の報告書化処理について、より具体的に図３を用いて説明40 

する。即ち当該報告書化処理において、先ず記録部５には、実施形態の企業価値・株式価

値算定書を構成する各頁それぞれにおける諸データが記載される区画の位置／大きさや記

載位置、記載時に使用されるべきフォントの色や大きさ、記載される図形としての形状や

色、並びに記載される表としての行数／列数や色等を固定化するようにＣＳＳを用いて予

め生成されたテンプレートＴＰを、当該頁分だけ記録している。これにより処理部２は、45 

図３に示すように、予め設定された特定のブラウザ上で動作するライブラリ（ツール）２

０を用いて、上記ＨＴＭＬ化されたＪＳＯＮデータの形式を有する上記財務報告データ２

１を、その頁に対応するテンプレートＴＰを記録部５から読み出して当該テンプレートＴ

Ｐに当て嵌めつつ、当該頁ごとのページデータＰ１、…、ページデータＰｍからなるペー

ジデータ群ＰＰ（実施形態の企業価値・株式価値算定書としてのページデータ群ＰＰ）を50 
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生成する。このとき処理部２は、財務報告データ２１に含まれている例えば表のデータが、

当該表に対応するテンプレートＴＰで予め規定されている行数又は列数を超えた行数又は

列数の表データであった場合、その超えた分の行又は列は無視して（即ち当該超えた分の

行又は列を除いて）ページデータＰ１等を生成する。次に処理部２は、各ページデータＰ

１等を含むページデータ群ＰＰの使用者端末Ｔのディスプレイ１３上における表示上の汎5 

用フォーマットに則った固定化（即ち、汎用フォーマットにおける表示形式の崩れを防止

するための固定化）のためのＣＳＳ形式の表示様式設定データ２２を用いて、その表示態

様を固定化する。その後処理部２は更に、当該ページデータ群ＰＰの使用者端末Ｔにおけ

る印刷出力の際の印刷態様上の汎用フォーマットに則った固定化（即ち、汎用フォーマッ

トにおける印刷形式の崩れを防止するための固定化）のためのＣＳＳ形式の印刷様式設定10 

データ２３を用いて、その印刷態様を固定化する。これら表示様式設定データ２２及び印

刷様式設定データ２３は、記録部５に予め記録されているものが処理部２により読み出さ

れて用いられる。以上の一連の処理により、使用者端末Ｔにおける上記汎用のフォーマッ

トを用いた表示又は印刷用の報告書データ２４が生成される。そして処理部２は、生成さ

れた報告書データ２４を記録部５に記録し（ステップＳ１１）、後述するステップＳ１２15 

以降の処理に供させる。このとき処理部２は、例えば操作部３における操作等に応じて、

企業価値・株式価値算定書のページ毎（図３参照）に報告書データ２４を抜き出して記録

部５に記録することも可能である。

【００４２】

 最後に、処理部２は、上記ステップＳ１０で生成されてステップＳ１１で記録部５に記20 

録されている報告書データ２４を、上記前提条件データ等を送信してきた使用者端末Ｔに

送信し、当該使用者端末Ｔのディスプレイ１３に表示させたり、或いは、当該使用者端末

Ｔに接続された図示しないプリンタにおいて印刷出力させたりする（ステップＳ１２）。

なお、当該報告書データ２４について、使用者端末Ｔによりその記録（保存）が指定され

た場合、処理部２は、送信した報告書データ２４を、当該使用者端末Ｔごとに記録部５に25 

記録する。また処理部２は、上記ステップＳ１２の処理を企業価値・株式価値算定書のペ

ージ毎に実行してもよい。

【００４３】

 ここで、上記ステップＳ１２において使用者端末Ｔに例えば表示される企業価値・株式

価値算定書の態様としては、例えば、図４に例示する上記前提条件を含む財務報告書Ｒ１30 

全体の表示や、図５に例示する類似（競合）会社の財務状況との比較（COMPETITIVE 

LANDSCAPE）Ｒ２の表示、又は、図６に例示する企業価値（ENTERPRISE VALUE）Ｒ

３の表示などが挙げられる。

【００４４】

 そして、処理部２は、上記企業価値・株式価値算定書を表示等させている使用者端末Ｔ35 

から、実施例の企業価値・株式価値算定書出力処理を終了する旨の指示を受信したか否か

を判定すること等により、実施例の企業価値・株式価値算定書出力処理を終了するか否か

を判定する（ステップＳ１３）。ステップＳ１３の判定において、実施例の企業価値・株

式価値算定書出力処理を引き続き継続する場合（ステップＳ１３：ＮＯ）、処理部２は、

上記ステップＳ１以降の処理を実行する。なお、実施例の企業価値・株式価値算定書出力40 

処理を引き続き継続する場合としては、例えば、上記前提条件を変更したり、上記類似会

社の情報及び上記財務パラメータを変更したりすることによる企業価値・株式価値算定書

出力処理の継続が挙げられる。一方ステップＳ１３の判定において、実施例の企業価値・

株式価値算定書出力処理を終了する場合（ステップＳ１３：ＹＥＳ）、処理部２は、当該

企業価値・株式価値算定書出力処理を終了する。45 

【００４５】

 以上、それぞれ説明したように、実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理によれ

ば、企業価値・株式価値算定書を作成するための前提条件、及び対象会社の財務諸表の内

容をそれぞれ取得し、それらを用いて、企業価値・株式価値算定書として反映させるべき

類似会社の情報及び財務パラメータに基づいた企業価値・株式価値等の各数値を算出し、50 
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その算出結果を汎用フォーマットの報告書データ２４に変換し、その変換された報告書デ

ータ２４を企業価値・株式価値算定書として出力させる。よって、複雑な財務情報を含む

企業価値・株式価値算定書を、財務パラメータの自由な取捨選択を反映させつつ、汎用フ

ォーマットの報告書として出力することができる。これにより、手作業の過程を削減する

と共に、繰り返し企業価値・株式価値算定書を印刷し、修正をする必要がないようにする5 

ことができる。

【００４６】

 また、企業価値・株式価値算定書として反映させるべき類似会社の外部財務データを更

に取得し、当該外部財務データを更に用いて報告書データ２４を算出し、自動数値検査機

能を通して、より信頼性の高い財務報告書を、財務パラメータの自由な取捨選択を反映さ10 

せつつ、汎用フォーマットの報告書として出力することができる。

【００４７】

 更に、企業価値・株式価値算定書の出力用として当該企業価値・株式価値算定書の頁毎

に既定されているテンプレートＴＰを用いて報告書データ２４としての表示又は印刷の態

様が固定化されつつ、財務報告データ２１が報告書データ２４に変換されるので、汎用フ15 

ォーマットの報告書としての報告書データ２４の出力態様が、財務報告データ２１の内容

自体によって変わる（乱れる）こと、及びその出力時にテンプレートＴＰが壊れることを

防止できる。

【００４８】

 更にまた、テンプレートＴＰとして企業価値・株式価値算定書の頁毎に規定されている20 

例えば表の行数を超える行数の財務報告データ２１が除かれつつ報告書データ２４に変換

されるので、財務報告として必要でない財務報告データ２１が除かれることで、財務報告

データ２１を迅速に報告書データ２４に変換することができる。

【００４９】

 なお、上述した実施形態の企業価値・株式価値算定書出力処理の前提として、対象会社25 

を新たに追加する場合、使用者端末Ｔにおいては、当該新たな会社に対応する上記前提条

件が選択／入力される。これにより、サーバ装置ＳＶの処理部２は、当該入力された前提

条件にそうとする前提条件データを取得して、当該新たな作成対象（対象会社）について

の実施例の企業価値・株式価値算定書出力処理を実行することになる。

【００５０】30 

 また、図２に示すフローチャートに相当するプログラムを、光ディスク等の記録媒体に

記録しておき、或いはネットワークＮＷを介して取得して記録しておき、それらを汎用の

マイクロコンピュータ等により読み出して実行することにより、当該マイクロコンピュー

タ等を、実施形態の処理部２として機能させることも可能である。

【００５１】35 

 また、上述した実施形態では、企業価値・株式価値算定書の出力処理に対して本発明を

適用した場合について説明したが、これ以外に、当該企業価値・株式価値算定書及び他の

財務関連書面等を含む一般の財務報告書の出力処理に対しても、本発明は広く適用するこ

とができる。

【産業上の利用可能性】40 

【００５２】

 以上、それぞれ説明したように、本発明は企業価値・株式価値算定書出力システムの分

野に利用することが可能であり、特に未上場の対象会社の企業価値・株式価値算定書を類

似会社としての上場会社の外部財務データに対応づけて作成する企業価値・株式価値算定

書出力システムの分野に適用すれば、特に顕著な効果が得られる。また、企業価値・株式45 

価値算定書以外にも、あらゆる計算結果をＪＳＯＮデータにし、ＣＳＳ／ＨＴＭＬで加工

することにより、ＰＤＦ形式等の汎用フォーマットにして、多様な形の報告書を出力する

ことが可能となる。

【符号の説明】

【００５３】50 
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 １、１０  通信部

 ２、１１  処理部

 ３、１２  操作部

 ４、１３  ディスプレイ

 ５、１４  記録部5 

 ２０  ライブラリ

 ２１  財務報告データ

 ２２  表示様式設定データ

 ２３  印刷様式設定データ

 ２４  報告書データ10 

 Ｓ  企業価値・株式価値算定書出力システム

 Ｔ  使用者端末

 ＳＶ  サーバ装置

 ＧＶ  外部情報サーバ

 ＮＷ  ネットワーク15 

 ＴＰ  テンプレート

 Ｐ１、Ｐｍ  ページデータ

 ＰＰ  ページデータ群
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【書類名】特許請求の範囲

【請求項１】

 対象会社に対応する企業価値・株式価値算定書を作成するための前提条件を示す前提条

件情報を取得する前提条件情報取得手段と、

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を5 

示す財務諸表情報を取得する財務諸表情報取得手段と、

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき類似会社及び財務パラメータそれ

ぞれの選択を受け付ける受付手段と、

 各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用いて、前記受け付けられた選択に

より選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パラメータに基づいた財務報告情報10 

を算出する算出手段と、

 前記算出された財務報告情報を汎用フォーマットの財務報告データに変換する変換手段

と、

 前記変換された財務報告データを前記企業価値・株式価値算定書として出力する出力手

段と、15 

 を備えることを特徴とする財務情報出力装置。

【請求項２】

 請求項１に記載の財務情報出力装置において、

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき類似会社の財務情報を取得する類

似会社財務情報取得手段を更に備え、20 

 前記算出手段は、前記取得された財務情報を更に用いて、前記受け付けられた選択によ

り選択されている前記財務パラメータに基づいた前記財務報告情報を算出することを特徴

とする財務情報出力装置。

【請求項３】

 請求項１又は請求項２に記載の財務情報出力装置において、25 

 前記変換手段は、前記企業価値・株式価値算定書の出力用として当該企業価値・株式価

値算定書の頁毎に予め設定されているテンプレートを用いて前記財務報告データとしての

出力態様を固定化しつつ、前記財務報告情報を前記財務報告データに変換することを特徴

とする財務情報出力装置。

【請求項４】30 

 請求項３に記載の財務情報出力装置において、

 前記変換手段は、前記テンプレートとして前記頁毎に既定されている量を超える量の前

記財務報告情報を除きつつ、前記財務報告情報を前記財務報告データに変換することを特

徴とする財務情報出力装置。

【請求項５】35 

 請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の財務情報出力装置において、

 前記出力手段は、前記変換された財務報告データを前記企業価値・株式価値算定書の頁

毎に出力することを特徴とする財務情報出力装置。

【請求項６】

 前提条件情報取得手段と、財務諸表情報取得手段と、受付手段と、算出手段と、変換手40 

段と、出力手段と、を備える財務情報出力装置において実行される財務情報出力方法であ

って、

 対象会社に対応する企業価値・株式価値算定書を作成するための前提条件を示す前提条

件情報を前記前提条件情報取得手段により取得する前提条件情報取得工程と、

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を45 

示す財務諸表情報を前記財務諸表情報取得手段により取得する財務諸表情報取得工程と、

 前記財務報告書として反映させるべき類似会社及び財務パラメータそれぞれの選択を前

記受付手段により受け付ける受付工程と、

 各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用いて、前記受け付けられた選択に

より選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パラメータに基づいた財務報告情報50 
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を前記算出手段により算出する算出工程と、

 前記算出された財務報告情報を、前記変換手段により汎用フォーマットの財務報告デー

タに変換する変換工程と、

 前記変換された財務報告データを前記出力手段により前記企業価値・株式価値算定書と

して出力する出力工程と、5 

 を含むことを特徴とする財務情報出力方法。

【請求項７】

 出力手段を備える財務情報出力装置に含まれるコンピュータを、

 対象会社に対応する企業価値・株式価値算定書を作成するための前提条件を示す前提条

件情報を取得する前提条件情報取得手段、10 

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき前記対象会社の財務諸表の内容を

示す財務諸表情報を取得する財務諸表情報取得手段、

 前記企業価値・株式価値算定書として反映させるべき類似会社及び財務パラメータそれ

ぞれの選択を受け付ける受付手段、

 各前記取得された前提条件情報及び財務諸表情報を用いて、前記受け付けられた選択に15 

より選択されている前記類似会社の情報及び前記財務パラメータに基づいた財務報告情報

を算出する算出手段、

 前記算出された財務報告情報を汎用フォーマットの財務報告データに変換する変換手段、

及び、

 前記変換された財務報告データを前記企業価値・株式価値算定書として前記出力手段に20 

出力させる出力制御手段、

 として機能させることを特徴とする財務情報出力用プログラム。


